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１．研究の目的
現在，中国には多数の日系企業が進出しており，日系食品企業もまた中国
を生産・販売の拠点として著しい成長を遂げてきた。日本の食品市場が縮小
する一方，中国では急速な経済発展により食品市場は拡大を続け，安全・安
心で高品質な日本食品・日本食への需要は年々高まっている。この背景に
は，中国における富裕層の増加や健康・安全志向に由来する日本食の需要拡
大があり，日系食品企業１）の海外進出を後押ししている。こうして現在も多
くの日系食品企業が中国への進出を果たしているが，中国の特殊な市場論理
に直面するなか一進一退を余儀なくされているのも事実である。そのなか
で，一部の日系食品企業は中国市場の変化に適宜対応し，販路を開拓・拡大
するなかで活路を見いだしてきた。
本研究の目的は，中国市場に進出する日系食品企業のこれまでの販売事例
とその過程で得られた知識や経験（ノウハウ）を集約・分析することによ
り，中国市場の特徴と日系食品企業の販売戦略について明らかにし，日系食
品企業研究の発展に資する新たな知見を得ることにある。
具体的には，中国のなかでも特に日系企業が多数進出する山東省，上海
市，江蘇省，広東省に拠点を構える日系食品企業を対象にヒアリング調査を
行い，各地区における展開事例を比較・分析することにより，中国市場にお
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ける販売戦略を実証的に明らかにする。また，日系外食企業の進出が活発に
なされ親日としても知られる香港と台湾でも日系食品企業に対して同様の調
査を行うことにより，中国市場の特徴と販売戦略について相対的な理解の枠
組みを獲得する。そして，最終的には日系食品企業における販売戦略の体系
化を試みる。
２．日系食品企業の中国進出についての先行研究
１９９０年代，プラザ合意以降の日本の円高，中国の安価で豊富な労働力と
原材料費との比較優位性により，多くの日系食品企業が生産拠点を築くべく
中国へ進出し，低コストで生産した製品を日本へ輸出してきた。日本におい
て大量の中国産農産物や食品が輸入されたのはまさにこの時期である。
２０００年代に入ると，中国は世界貿易機構（WTO）に加盟し，関税の引き
下げと外資企業を対象に中国市場への参入の規制緩和をおこなった。中国で
は人件費の上昇や人民元高が進行し，日本向け商品を生産する拠点としての
中国の価値は低下する一方，富裕層および中間層の登場により「世界の市
場」と呼ばれる巨大市場が形成されることになった。
２０１０年に入ると，中国を販売市場として期待し，円高の影響を強く受け
た日系企業の中国進出が顕著となる。そして，少子高齢化により縮小傾向に
ある日本市場とは対照的に，中国市場では健康・安全志向に由来する日本
食・日本食品の需要が拡大していった。
日系食品企業が生産拠点のみならず，販売拠点としても中国市場に活路を
見いだしていくことになった背景には，このような中国市場のダイナミズム
があったわけである。
中国に進出した日系食品企業を取り上げた先行研究を年代順に見てゆく
と，１９９０年代から２０００年代初頭の，中国における生産拠点の構築とそれが
日本国内に与える影響に関する研究として，石塚・大島（１９９９），大島
（２００４），坂下・朴（２００８）などがあげられる。また，２０００年代初頭から現
在にいたる，日系・中国系企業の対日輸出における販売戦略に関する研究と
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しては，石塚（２００４），石塚・数納（２００５）があげられる。さらに，中国農
産物の対日輸出に伴う残留農薬問題について，中国の生産現場における実態
に関する分析も行われている（大島 ２００３）。
近年では，対日輸出から中国国内販売へと流通形態が変化する動向をとら
えた研究として，成田（２０１０），佐藤・大島（２０１２）があげられる。また，
日系食品企業の中国販売市場への参入に関する研究としては，菊地（２０１１），
石塚・相良・大島（２０１２）が代表的である。
このように，中国における日系食品企業の研究は１９９０年代から行われて
きたが，中国国内での販売に関する研究が登場するのは，主として２０１０年
以降のことである。また，その際に研究の対象となったのは，対中直接投資
の第３ピーク時に販売市場を期待して中国に進出した日系食品企業であり，
その後も，多くの日系食品企業が中国での販売を目的に進出している。そこ
では商品の生産や流通，販路拡大に伴う諸問題が発生しているにもかかわら
ず，十分な研究蓄積があるとは言い難い。この点において，中国市場におけ
る日系商品企業の研究は未開拓な研究分野といえる。
３．本研究の課題
日系食品企業をとりまく中国市場には依然として様々な課題が指摘されて
いる。これらを本研究の文脈に基づいて捉えなおすと，本研究で取り上げる
課題は次のようにまとめることができる。
第１に，人件費をはじめとするコストが高騰する一方で経済的に豊かにな
りつつある中国において，日系食品企業はどのような目的で進出し，生産拠
点を設立し，販売先を選択してきたのか（生産拠点と販売先の選択）。
また，一部の日系食品企業の動きにみられる，生産拠点の移動や販売拠点
の拡大を含むチャイナプラスワン２）等の海外戦略の発展可能性も検討すべき
２）チャイナプラスワンとは，日本企業が生産拠点を中国に集中して構えることによ
るリスクを回避するために，中国以外の国にも生産拠点を持ち，分散投資をする
という戦略。
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課題である。
第２に，日系食品企業が巨大な中国市場で販路を拡大するとき，各企業は
ダイナミックに変化する地域特性や流通事情に適応したチャネルをいかに築
き，選択してきたのか（チャネルの選択）。
第３に，食品への安全意識が高まる中国において，安全・安心な食品を生
産・流通させるためのシステムをいかに構築するのか。安全・安心は日系食
品企業の核心的価値であり，限られた環境のなかで製品の安全・安心品質を
確保することは日系食品企業に共通する重要な課題である（安全・安心品質
の確保）。
第４に，日系食品企業が日本国内での経営を通して培ってきた知識や経験
（ノウハウ），そこで築かれてきた生産・流通システムをいかに中国に導入
し，標準化を図るなか，日本と同等の安全・安心な高品質製品を中国で生産
しようとしているのか（標準化戦略）。
第５に，日系食品企業の出資形態の選択（合弁か独資か）が非常に重要な
鍵となること。合弁か独資かの選択は様々な要素を勘案したうえでなされる
が，それぞれにメリットとデメリットがあるために企業は慎重に選択するこ
とになる（出資形態の選択）。
第６に，中国人の嗜好や需要に適応した商品戦略を構築する必要があるこ
と。日本で販売している商品を中国でそのまま販売しても，嗜好や習慣が合
わず受け入れられない。これは日系食品企業がしばしば直面する問題である
（商品開発の現地適応化）。
第７に，日系食品企業が中国市場で販路を拡大する際に直面する大きな問
題として，中国特有の商慣習にどのように対応するかがあげられる。一般的
に慣習は明文化されないために表面化しにくいが，中国市場で円滑に販売展
開するには，中国特有の商慣習を十分に理解して行動することが鍵となる
（中国特有の商慣習）。
本研究では，中国へ進出した日系食品企業がこれらの課題に対してどのよ
うに取り組み，販売戦略を築いているのかをより実証的に明らかにするため
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に，各事例企業に対して詳細なヒアリング調査を実施した。
４．事例企業について
本研究では，中国および香港，台湾においてこれまで積極的に販売を展開
してきた計８社の日系食品企業に対してヒアリング調査を行い，各企業の販
売戦略について比較・分析している。事例企業として取り上げる日系食品企
業の規模は大小様々であるが，特徴としては次の点を挙げることができる。
①中国国内，台湾，香港において工場もしくはセントラルキッチン３）を設
立し，多種多様な商品を生産している。
②中国国内，台湾，香港において活発に販売を展開している，もしくは取
り組みを強化している。
③商品の販売先がメーカー，スーパーチェーン，コンビニチェーン，学校
の売店，個人商店，外食店舗等，多岐にわたる。
④中国に進出してから１０～３０年の営業実績があり，長期間にわたり現地
で営業しているため市場の変化に対応した生産と販売の蓄積がある。
事例企業計８社の業種と名称は，花苗・野菜苗生産企業であるA社，牛
乳・野菜生産企業であるB社，大豆タンパク食品企業であるC社，食用加工
油脂企業であるD社，ビールメーカーであるE社，即席麺メーカーであるF
社，そして，香港に進出する外食企業４）であるG社，台湾へ進出する外食企
業であるH社である。これら事例企業の概要と特徴をまとめると表１のよう
になる。
３）外食企業G社は牛肉の保管，カッティング，配送センターのみを保有。
４）G社は日本産牛肉を輸入し，卸売事業，小売事業，外食事業を展開している。本
研究ではG社の外食事業に注目するため，ここでは外食企業と示す。
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業種 企業名 進出年 事業内容 生産・営業拠点 出資形態
農業生産 A社 ２００７年 花・野菜苗の生産・販売 山東省 独資
B社 ２００６年 酪農，野菜，堆肥の製造・販売 山東省 独資
加工食品
（業務用
販売）
C社 １９９６年 大豆タンパク食品の製造・販売 山東省
中国系企業と合
弁
D社 １９９７年 製菓，食用加工油脂の製造・販売 江蘇省
合弁，台湾系企
業と戦略的提携
加工食品
（小売店
向け
販売）
E社 １９９９年
ビール製造，ビール
事業への投資・酒類
販売
上海市，北京
市，煙台市
独資，中国系企
業と戦略的提携
F社 １９９５年 即席麺の製造・販売 広東省，上海市，香港 独資
外食 G社 ２００７年 しゃぶしゃぶ店・焼肉店の運営，卸売り 香港 独資
H社 １９９０年 フ ァ ス ト フ ー ドチェーンの運営 台湾
台湾系企業と合
弁
表１ 本研究における事例企業の概要と特徴
ヒアリング調査より筆者作成。２０１６年における状況。
本研究では，農業生産企業，企業向けに業務用商品の販売を行う食品企
業，小売店向けに小売用商品の販売を行う食品企業，外食企業など実に多様
な業種を取り上げている。また，香港と台湾の事例企業は外食事業を行う日
系企業に限定しているが，それぞれ販路拡大に際しては中国の日系食品企業
と同様に香港，台湾内で販売戦略をとっているために，中国，香港，台湾の
あいだで地域性に基づく販売戦略の比較が可能となっている。
５．ヒアリング調査内容
２０１３年から筆者みずから各事例企業の中国現地法人を訪問し，日本人駐
在員（現地法人社長もしくは営業担当社員）に対してヒアリング調査を実施
した。調査の対象を日本人駐在員としたのは，日本の親会社の経営方針と現
地の状況の両方をよく理解する立場にあるからである。ヒアリング調査で
は，本研究の課題に沿いながら，各事例企業の販売戦略を以下（１）～（４）の観
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点を中心に聞き取りを行った。それにより統計資料や企業データ等の文献資
料だけでは決して知ることのできない中国特有の商慣習や中国市場のダイナ
ミズムへの対応など生きた声を得ることができた。いずれの事例企業も，中
国・香港・台湾における事業展開では多大な苦労と試行錯誤を積み重ねてお
り，現在にいたるまでの成功例や失敗例を含めた販売戦略について詳細に教
示していただいた。さらに，事例企業はそのような経験を経るなかで中国・
香港・台湾の消費者や食文化をどのようなものとして理解し，販売活動に活
かしてきたのかについて大変興味深い内容を得ることができた。
このように，本研究の特色のひとつは，明文化されていないながらも中国
市場のダイナミズムに作用する様々な動きをヒアリング調査により抽出し，
一次資料として実証的に取り上げて分析を進めている点にあり，調査に際し
ては，経済学や経営学の領域のみならず文化人類学におけるフィールドワー
ク調査の手法を取り入れることにより，企業動態の実情を多角的にとらえよ
うと試みた。以下，聞き取った項目について述べる。
（１）安全・安心品質の確保
食品への安全意識が高まる中国・香港・台湾において，安全・安心な食品
を生産・流通させるシステムはいかにして構築可能か。その実現に向けて，
各企業はこれまで日本国内での経営を通して蓄積してきた知識や経験（ノウ
ハウ）を，いかに導入しようとしてきたのか。それぞれの地域において，日
本と同等品質の安全・安心な製品を生産・流通するという「標準化」を実現
するために，各事例企業は現地従業員の技術力の向上，日本で使用している
最新設備の導入，衛生管理室の設置等の政策をいかに具体化しているのか。
（２）出資形態の選択
各事例企業はいかなる資本形態（合弁，独資等）により中国・香港・台湾
へ進出しており，その際のメリットとデメリットはどのようなものか。合弁
の場合は相手企業がもつ販売のネットワーク，資本力，人材が販売を展開す
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る際に有利に働き，一方，独資の場合は親会社の意向を経営にそのまま反映
できる利点があると予想される。さらに，戦略的提携の目的や効果等につい
ても明らかにする。
（３）中国特有の商慣習への対応
中国の各地区において販路を開拓・拡大する際に，日系食品企業は中国特
有の商慣習にどのようなかたちで直面し，対応してきたのか。商慣習はあく
まで「慣習」であり，一般的には明文化されていないため，統計資料や文献
調査からだけではその実態を把握することは難しい。中国特有の商慣習の問
題は，本研究においてとても重要な論点となっており，ヒアリング調査によ
りその実態と各事例企業の対応について明らかにする。
（４）チャネルの構築
日系食品企業が中国・香港・台湾で市場を開拓する場合，各企業は現地の
嗜好や独自のマーケットをどのように把握し，現地に適した商品開発やサー
ビス提供の枠組みを築いているのか。中国の沿岸都市部では，経済成長と投
資環境の整備が進むなか，消費者のニーズや行動パターンは多様化する傾向
にあり，商品や販売方法を選択するチャネルの構築が求められている。各事
例企業はそれぞれの地域において，どのような所得層をターゲットにして商
品開発と市場開拓を進めてきたのか。さらに，中国と香港・台湾にはどのよ
うな相違を認めることができるのか。
６．本研究の構成
第１章は本研究の構成と課題について説明している。第２章と第３章は農
業企業を対象としている。第２章では，家庭園芸用や大手食品メーカーの生
産者向けに花卉や野菜苗を生産する農業企業A社を取り上げ，中国で新たに
生産システムを築き，販路を拡大していく様子をみてゆく。第３章では，牛
乳，野菜類，イチゴ等を生産する農業企業B社を例にとり，中国でいかに安
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全・安心な生産体制を築き維持しているのかを生産システムを中心にみてゆ
く。
第４章と第５章は企業向けに業務用製品の販売を行う食品企業を対象にし
ている。第４章では，豆腐や湯葉等の大豆タンパク食品を生産する食品企業
C社を例にとり，生産拠点の転換や合弁相手企業との協力体制についてみて
ゆく。第５章では，パーム油からマーガリンやチョコレート，フィリングを
生産する食用加工油脂企業D社を例にとり，合弁相手企業との協力体制や中
国特有の商慣習への対応についてみてゆく。
第６章と第７章は，小売向け販売を行う食品企業を対象としている。第６
章ではビールメーカーE社を，第７章では即席麺メーカーF社を取り上げ，
中国市場で販売を展開する際に重要な課題となる中国特有の商慣習への対応
やチャネルの構築について考察する。
第８章と第９章では，それぞれ香港と台湾に展開する日系外食企業を取り
上げ，そこでの課題について考察する。近年，数多くの日系外食チェーンが
中国への進出を見据えて，香港もしくは台湾に海外１号店を出店し，知識や
経験（ノウハウ）を蓄積することや，パートナー企業との関係を強化すると
いった事例が増えている。そのため，香港や台湾で展開する日系食品企業の
販売戦略や安全・安心確保の取り組みを分析することは，中国市場の多様性
を理解し，華人社会における中国市場の特徴を相対化するうえでも大きな意
義を持つ。第８章では，日本から和牛を輸入して香港で販売する外食企業G
社を，第９章では，台湾に広く展開するファストフードチェーンを経営する
外食企業H社を取り上げ，安全・安心確保の取り組みを中心にみてゆく。
第１０章では，各事例企業によりとられている様々な戦略を横断的に比較
し，日系食品企業の販売戦略についてより広い視点から体系的に考察してい
る。
７．まとめ
１９９０年代以降，中国に進出した日系食品企業を対象にして，様々な販売
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戦略の特徴と実際の展開例について，ヒアリング調査で得たデータを一次資
料として実証的に明らかにした。日系企業は，日本と中国，香港および台湾
のあいだで相対的に変動する為替相場，賃金水準，物価水準，労働力供給の
経済環境を見極めながら，販売先としての国や地域を慎重に選択する（「販
売先国・地域の選択」）。本研究で取り上げている事例企業もまた，「販売先
国・地域の選択」に基づいて，販売先を戦略的に選択してきた。日本市場が
長らく縮小傾向にあるのに対して，中国市場の経済成長は著しく，安全・安
心で高品質な日本食品への需要は高まりつつある。このような経済状況を背
景に，２０００年代半ば以降，事例企業は中国で製造した製品を日本市場へ輸
出するだけでなく，中国への販売を積極的に進めてきた。「販売先国・地域
の選択」に基づいて，中国市場が販売先として戦略的に選択されたわけであ
る。
中国・香港・台湾では頻発する有害食品事件を背景に，かねてより日系食
品企業が核心的価値としてきた食品の安全・安心品質が広く求められるよう
になってきた。安全・安心品質の商品は，競合企業との差別化を図るうえで
も効果的である。各事例企業は日本で培った知識と経験（ノウハウ）を基に
安全・安心な商品の生産・流通システムを構築し，最新技術の導入や人材教
育など多角的な企業努力により，これを達成してきた。中国で日本の生産技
術を十分に機能させるためには，現地従業員の育成が大きな鍵となる。特
に，農業のように細やかな生産技術を必要とする分野では，質の高い現地従
業員が求められる。この課題を解決する一例として，日本の技能実習制度で
技術訓練を受け，日本語を習得した中国人技能実習生に対する期待は大き
い。日本人駐在員と現地従業員との仲介役，そして，現地従業員の管理者と
して中国人技能実習生を雇い入れることは，日系食品企業が中国で日本と同
品質の安全・安心な製品を生産するための課題解決の一例となっている。
資本形態の選択について，筆者の考察では，独資での進出は日本の親会社
の意向をそのまま経営に反映できるというメリットはあるが，中国国内での
販売を活発化させていくためには中国系，もしくは台湾系・香港系企業との
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合弁や戦略的提携も検討すべき選択である。
合弁については，合弁相手企業の販売網や営業人材を取り入れることによ
り，日系企業だけでは参入が難しいチャネルにおいても販売が可能となり，
合弁相手企業のローカルな視点を商品開発に生かすこともできる。さらに，
合弁相手企業の知名度を生かして現地企業の信頼を得るなど，取引を有利に
進めることができる利点も挙げられる。また，中国人従業員の教育等にまつ
わる人的マネジメントや中国特有の商慣習に適切に対応するためにも，優良
なパートナー企業を選択することは重要であると考えられる。このほかに
も，日系食品企業が販路を拡大するうえで中国系・外資系企業と取引する際
に，中国系企業もしくは中国の慣習や言語を深く理解している台湾系・香港
系企業と協力して代金回収をある程度委託することにより掛け売りに伴うリ
スクを回避することも可能である。
独資で進出する場合にも，販売において協力的な問屋等のパートナー企業
と提携し，販売委託の仕組みを構築することも検討すべきである。その場
合，問屋や小売店にも十分な利益をもたらす価格が設定されていることや売
れ行きの良い魅力的な商品であることは必須の条件といえる。
中国・香港・台湾市場へ進出した日系食品企業は資本形態を常に見直す必
要があり，戦略的提携なども現地企業とのあいだで様々な協力関係を模索し
構築することを検討するべきである。日系食品企業にとって新たな販売網を
獲得することは至難の業であるため，販路や営業人材をもつ中国系企業や，
中国の商慣習をよく理解している台湾系・香港系企業との提携が競争力を向
上させるためには重要であると考えられる。
日本的営業を十分に理解した中国人の営業担当従業員を養成し，取引先へ
頻繁に営業訪問させることにより，日本の企業方針や日本型営業方針をより
末端の小売現場に行き渡らせることも重要な観点となる。中国特有の商慣習
への対応や商品の品質管理のために，与信管理や売場のチェックをする等，
取引先とより高次のパートナーシップを築くための営業システムの構築も販
売網を獲得するうえで有効な手段であると考えられる。
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さらに，中国市場で販売する場合には，中国人の嗜好や地域性，一般所得
を把握したうえで，どの所得層を狙って販売エリアを策定するかというチャ
ネルの選択，中国特有の商慣習への対応，市場に適した商品をいかに開発し
ていくのかという商品開発が必要とされる。
商品開発は，日本で販売している商品と同等レベルの高品質で安全・安心
な商品を販売する「標準化」と，絶対に外してはいけない核心的な部分や事
業コンセプトを除き，味，見た目，機能等を現地の嗜好・状況にあわせる
「現地化」とのバランスが重要である。現在，中国では急激な経済成長に伴
い，中国人の食生活は劇的に変化している。食生活やニーズの変化により，
以前は売れなかった高品質・高価格商品が売れ行きを伸ばしているのはその
顕著な例である。常に変化する市場に活路を見いだしていくためには，時代
のニーズを適宜分析し，迅速に商品へ反映させる柔軟かつ大胆な姿勢が必要
であろう。
そのほか，小売店向け販売を行う企業のあいだでは，小売店における入店
料等の経費負担が高額なために販売活動が停滞してしまうケースがE社の事
例から明らかとなった。それに対して，F社はこのような中国特有の商慣習
がより少ない業務用販売や伝統チャネルを選択するなど様々なチャネルへ販
売をしていることが明らかとなった。また，小売店販売において採算がとれ
るかとれないかを判断する専門の部署を設立することにより，利益を追求す
ることも効果的であろう。小売店向けの販売を実施する企業に注目すると，
販売エリアの設定では，日系小売店が進出する省都・自治区・直轄市の大都
市で広域的に販売する方法と，省都・自治区・直轄市だけでなく地級市，県
級市，鎮レベルのエリアにおいて集中的に販売する方法がみられた。地域に
より様々な特徴を持つ中国ではどのような販売エリアの選択が有効であるの
か，今後の課題として検証していきたい。
本研究では，中国・香港・台湾市場に進出した日系食品企業の販売戦略に
ついて，複数の事例を取り上げながら，実証的かつ体系的に考察を進めてき
た。事例企業の概要と特徴をまとめたものが表２である。事例企業はいずれ
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企業名 安全・安心確保 出資形態 販売チャネル 商品開発
中国特有の
商慣習対応
A社 生産管理マニュアル，日本農
場で研修生養成，定期的な売
場巡回によるメンテナンス
独資 中国系新業態小売
店（ガーデンセン
ター），地元農家，
A親会社
②高品質・
付加価値
日系企業に生産委
託，取引企業の見
定め
B社 専門性の高い日本人従業員・
元研修生の配置，乳牛の成
育・個体管理，牛乳製造技
術・設備の導入，一牧場一加
工場
独資 日系スーパー・コ
ンビニ，中国系食
品企業，インター
ネット
②高品質・
付加価値
小売店向け商品の
販売は日系の小売
店中心，商品返品
不可
C社 親会社が獲得した特許技術の
導入，生産工場における最新
設備と作業機械の導入による
品質の安定化，契約農場から
の原材料調達
中国系
と合弁
日系食品企業
日系・中国系外食
企業，第３国輸出，
対日輸出（OEM生
産）
④現地化・
カスタマイ
ズ
合弁相手である中
国系企業に代金回
収・営業を依頼
D社 親会社の開発研究技術の導入
によるワンストップ・サービ
ス，アンテナショップによる
提案営業
合弁，
台湾系
と戦略
的提携
日系・中国系・台
湾系・外資系食品
企業，製菓・製パ
ン店
④現地化・
カスタマイ
ズ
合弁相手である台
湾系企業に代金回
収・営業を依頼，
与信管理を徹底
E社 醸造・品質管理技術の導入，
営業担当従業員の巡回による
生ビール什器のメンテナンス
や操作技術の指導
独資，
中国系
と戦略
的提携
日系・中国系・外
資系スーパー・コ
ンビニ，日系・中
国系・外資系外食
店，インターネッ
ト
②高品質・
付加価値
外食企業・店舗へ
の業務用販売にシ
フト，小売販売専
門の部署設立によ
り商慣習に対応
F社 日本の製造ラインを採用した
工場設立，営業担当従業員の
店舗巡回，安全研究所の設立
独資 日系・中国系・外
資系スーパー・コ
ンビニ，個人商店，
学校内スーパー・
売店，インター
ネット
③現地化・
プレミアム
伝統チャネルへの
販売と商社・問屋
の利用で代金回収
を解決，営業員に
よる与信管理
G社
（香港）
自社食肉加工場における在
庫・衛生管理，日本産和牛の
空輸と香港での自社配送車に
よるコールドチェーンの確立
独資 店舗経営
日系・香港系・外
資系小売店および
外食店
①低価格・
適正品質，
④現地化・
カスタマイ
ズ
―
H社
（台湾）
セントラルキッチン，配送セ
ンター，衛生検査室，品質管
理センターの設立，契約農場
制度の導入，店舗に消費者向
け手洗専用コーナーを設置，
従業員衛生管理教育
台湾系
企業と
の合弁
店舗経営
日系・台湾系・外
資系外食店，第３
国輸出
③現地化・
プレミアム
―
表２ 事例企業の概要と特徴
資料：筆者作成。２０１６年の状況。
も常に変化する中国市場において活路を見いだすべく様々な企業努力を続
け，販路拡大に取り組んでいた。各事例企業の業種や販売エリアは異なる
が，直面する課題やその対処法について，一定の方向性を示すことができた
と考えている。
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＜博士論文審査結果の要旨＞
申 請 者：金 子 あき子
論 文 題 目：日系食品企業の海外販売戦略
──中国・香港・台湾における実証研究からみえるもの──
学位申請の種類：乙（論文博士，経済学）
１．論文の主題
周知のように，日本の国内食品市場および外食市場は，長期的な人口減
少，人口構成の高齢化等により趨勢的に縮小を余儀なくされ，日本の食品企
業（本論文で食品企業は農業企業・食品加工企業・外食企業等を含む広義の
概念である）の今後の発展にとって大きな課題となっている。
この一方で，近年の中国等の新興国の急速な経済発展は，大幅な所得上昇
に帰結し，富裕層および中間層の購買力の増大をもたらした。また，とくに
現在では，日々増大する日本へのインバウンド観光客に象徴されるように，
海外では日本食および日本食品の需要が不断に増大し，日本の食品企業の活
躍の場は，海外においては今後も拡大すると考えられる。
こうした状況の中で，本論文の主要な研究対象である，中国・香港・台湾
等における日系食品企業は，現在，海外経営戦略を大きく転換しつつある。
つまり，１９９０年代に主流であった，「中国・東南アジアを生産基地として位
置づけ，販売先を日本等の先進国とする戦略」から，２０１０年代に入って，
「主要販売先を中国国内向け，さらには台湾・香港向けに販売する戦略」に
大きく転換しつつある。現在，日系食品企業にとって，中国・香港・台湾等
が有望な販売対象として登場しているのである。こうした大きな転換の中
で，それぞれの日系食品企業が個別にどのような市場戦略を展開しているの
かは大きな注目点であろう。
しかし，言うまでもなく，すべての日系食品企業が，海外での販売を順調
に拡大しているわけではない。日本だけでなく，海外においても消費者の
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ニーズは多様化し，従来に増して食の安全や高度なサービスが求められつつ
ある。また，海外には独特な食習慣，日本との味覚の相違，日本と異なる商
慣習などが存在することから，日本企業にとって海外市場でシェアを拡大し
ていくためのハードルは決して低いものではない。これまでの研究でも，販
売不振から撤退を余儀なくされたケースとして，少なくない事例が報告され
ている。
こうして，現在，中国・香港・台湾等における日系食品企業は，この戦略
の大きな転換期において，まことに複雑な現地の状況を踏まえて，これまで
の海外経営戦略を全面的に見直し，再構築する時期に至っていると考えられ
よう。
そこで本研究の目的としては，こうした複雑な状況下で，中国・台湾・香
港に進出した日系食品企業の販売戦略，経営戦略の展開に焦点をあて，一次
資料と実態調査結果の分析を通じ，日系食品企業の現在の展開の実態と，直
面する課題を明らかにしようとするものである。
２．論文の構成と概要
本論文は第１章～第１０章から構成されている。
第１章は本研究の目的，本研究の背景について述べ，さらに，先行研究の
検討を行い，本研究の課題について述べている。つづいて，本書で取り上げ
た事例企業とヒアリング調査の概要，本研究の構成と用語解説等を説明して
いる。
第２章と第３章は中国に展開する農業企業を対象とした研究成果である。
第２章では，家庭園芸用や大手食品メーカーの生産者向けに花きや野菜苗
を生産する日系農業企業A社を取り上げている。A社の中国進出から現在の
事業展開までの経緯を中心に明らかにし，海外での事業展開を可能にした条
件について，中国花き苗市場（とくにホームセンター）の発展，経済発展に
伴う市場の拡大等の面から説明している。
第３章では，牛乳，野菜類，イチゴ等を生産する日系農業企業B社を事例
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として，中国国内において安全・安心で，高品質な食品の生産・販売を可能
にする生産システムの構築と販売戦略について，とくに食品安全を担保する
ための循環型農業システムの構築の面から具体的に説明している。
第４章と第５章は，企業向けに業務用製品の製造販売を行う日系食品企業
を対象とした研究成果である（いわゆるBtoB企業）。
第４章では，豆腐等の大豆食品を生産する食品企業C社を事例とし，生
産・販売拠点の転換や合弁相手企業との協力体制を中心に述べている。さら
に，中国国内および周辺国・地域における外食産業を対象とした業務用の販
売戦略についても議論を進め，日系食品企業の販路獲得や中国特有の商慣習
に対応した具体的な戦略を築くための基礎条件を示している。
第５章では，パーム油からマーガリン，チョコレート油脂等を製造する食
用加工油脂企業D社を例にとり，合弁相手企業との協力体制や中国特有の商
慣習への対応について述べている。D社が台湾系企業と提携することになっ
た経緯，その背景にある中国の油脂および製菓・製パン素材業界の特徴につ
いて整理し，具体的な取り組みを明らかにしている。
第６章と第７章は，食品小売販売を行う食品企業を対象とした研究成果で
ある（いわゆるBtoC企業）。
第６章ではビールメーカーE社を取り上げている。E社は設立以降，入店
料制度など想定外のコスト高問題に直面し，小売店での販売から一時撤退し
たが，新たに日本での経験をもとにした対応策を講じることにより，現在は
小売店への販売を活発化させている。ここでは，E社がこれまでに直面して
きた中国特有の商慣習問題への対応と克服について明らかにすることによ
り，中国における販路獲得のための戦略を分析している。
第７章では即席麺メーカーF社を事例に取り上げている。F社は，独自の
チャネルを選択した販売戦略を講じることで入店料制度を回避し，中国沿海
地域のいくつかの省・市において販路を拡大させてきた。この，F社が小売
店との取引において直面してきた中国特有の商慣習の実態，さらにこの問題
に対する具体的な取り組みについて分析し，F社の販売戦略を明らかにして
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いる。
第８章と第９章では，それぞれ香港と台湾に展開する日系外食企業を取り
上げ，そこでの課題について考察している。
第８章では，日本から日本産牛肉を輸入し，香港で販売する，日系小売・
外食企業G社を取り上げている。香港における日本産牛肉の輸入の実態と課
題についての研究は，これまでほとんどなされていない。そこで，香港で日
本産牛肉を取り扱うG社の外食事業に注目し，日本産牛肉の販売を展開して
いくうえでの課題と対応について明らかにし，香港で日本産牛肉の販路を拡
大していくための戦略について考察している。
第９章では，台湾で広くファストフードチェーンを経営する外食企業H社
を取り上げている。H社は台湾に進出以降，台湾で独自の安全・安心な食材
調達システムを構築し，「おいしさ」「安全」「安心」「健康」にこだわった商
品の提供を目指している。H社が台湾で築いてきた独自の食材調達システム
の仕組みを中心に検討することにより，台湾で食品の安全確保がいかにして
可能かを検討している。そして，H社の事例をもとに，日系外食企業が台湾
で安全・安心を最優先にする販売戦略を確立するための諸施策について考察
している。
最後に第１０章では，中国経済の変化と日系食品企業の対応，日本食品の
最も重要な価値であると考えられる安全・安心を確保するための生産・販売
戦略，中国特有の商慣習への対応，出資形態の選択，チャネルの選択等につ
いて，各事例企業が選択している戦略を横断的に比較し，日系食品企業の販
売戦略についてより広い視点から体系的に考察している。
３．論文の評価
本論文は，農業経済学の基礎の上に，国際流通論・国際マーケティング論
の分析視角を援用し，中国・香港・台湾における日系食品企業を対象にした
詳細な現地調査，資料収集を実施することによって論文を作成している。ま
た，その研究範囲は，中国沿海地域に留まらず，台湾・香港まで広範囲に
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渡っている。こうしたことから，国土が広大かつ，変動の激しい中国の実情
に対応した有益な研究成果を公表していると評価できる。
本論文について第一に評価されるのは，２０００年代以降の中国・香港・台
湾市場において日系食品企業が求められる要点（＝日系食品企業の発展の鍵
となる点）を，現地調査の成果から明確にしたことであろう。具体的には，
以下の論点である。
（１）食品における安全・安心の確保が，この市場においていかに重要である
のか，を確認した点である。２０００年代に入って中国，台湾等の各地で頻発
した各種の食品公害事件によって，東アジア各国・地域の消費者の食品安全
への関心と不信は一気に高まり，食品企業は食品安全の確保という大きな課
題に直面することとなった。しかし，この問題は，本論文でもしばしば言及
されているように，逆に，高い生産輸送技術やノウハウを有する日系食品企
業にとっては，明確な製品の差別化が可能という意味で大きなチャンスをも
たらしていることも事実である。このチャンスを生かせるか否かが，今後日
系食品企業が発展できるか否かを大きく左右することになる。
（２）この地域に特有の食習慣や商慣習への対応について，事例分析によって
具体的に明らかにし，他の研究論文にみられない有益な情報提供を行ってい
る点である。
例えば，第６章のE社の事例では，E社が設立以降，入店料制度など想定
外のコスト問題に直面し，小売店での販売から一時撤退したが，新たに，日
本で体得した業務需要（日本料理店等の飲食店向け販売の拡大）への対応を
強化し，徐々に知名度を上げたことから，現在は小売店での販売の活発化に
成功した事例を報告している。こうした対応は日系企業ならではの，日本で
のノウハウを生かした強みを発揮したものであり，興味深い。
また，第５章のD社は，中国市場に明るい台湾系企業との提携の強化によ
り，中国市場販売の拡大に成功したが，台湾企業との関係強化という興味深
い手法を明らかにした点は注目に値しよう。
こうした独自の分析は本書各所で行われており，日系食品企業の今後の発
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展に非常に有益な情報を提供していると考えられる。
なお，第２章から第９章は，それぞれ日本農業市場学会の学会誌『農業市
場研究』，地域農林経済学会の学会誌『農林業問題研究』等に収録された論
文であり，すべての論文をファーストオーサーとして作成している。各学会
の査読制度によって論文としての一定の水準を確保しているものと考えられ
る。
中国・香港・台湾の経済発展により，日系食品企業はさらに新たな展開を
とげることが期待されているが，本論文は，こうした動向にたいして有益な
情報を与えるよい機会となるものと考えられよう。
４．結論
博士の学位に関する最終試験を，２０１９年２月８日に実施した。最終試験
と本論文の精査に基づき，論文審査委員会は学位申請者金子あき子氏が，経
済学研究の分野における自立した研究者として研究活動を行う能力とその基
礎となる豊かな学識を有すると認め，最終試験を合格と判断した。
２０１９（平成３１）年３月６日
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